
“先端技術×シェアリング”による
スマート・ハイランド構想

長野県
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１．未来都市計画の概要

（庁内）知事をトップとする部局長会議で推進
（庁外）・県、市町村、経済界、有識者等で構成する『信州SDGs推進ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ』を構築

・地域SDGsｺﾝｿｰｼｱﾑでの検討を基に『長野県SDGs推進企業登録制度』を創設（関東経産局との連携）

豊富な自然エネルギー資源
を活かしたエネルギー自立・
分散型モデル地域の形成

しあわせ信州創造プラン2.0
（長野県総合５か年計画 2018年度～）

快適な健康長寿のまち・むら
づくり

○自家用車に頼らない地域づくり

○信州地域デザインセンターの設置

誰もが学べる環境づくり

○信州こどもカフェの普及拡大

○信州・タウンキャンパス構想の実現

【長野県の特性】
・ 豊かな自然環境
・ 多様な個性を持つ地域
・ 自主自立の県民性

・ 全国トップレベルの健康長寿
・ 大都市圏からのアクセスの良さ

推進体制

【2030年のめざす姿】
・ 学びの県
・ 産業の生産性が高い県
・ 人をひきつける快適な県
・ いのちを守り育む県
・ 誰にでも居場所と出番がある県
・ 自治の力みなぎる県

ステークホルダーが主体的に学び、協働しながら地域の課題解決に取り組み、
多様な地域の個性を活かす自立・分散型社会をめざす。

地域内経済循環の促進

○エシカル消費の促進

○再生可能エネルギー100％地域実
現

＜優先的に取り上げるゴール＞

健康と福祉 教育 エネルギー 働きがい
経済成長

まちづくり パートナー
シップ

気候変動

＋

産業 つくる・
つかう責任

＜県の総合計画にSDGsの考え方をビルトイン＞
✔概ね2030年の将来像を実現するための今後５年間の行動計画
✔SDGsの達成に寄与するもの

持続可能な地域づくり

【基本目標】

確かな暮らしが営まれる美しい信州
～学びと自治の力で拓く新時代～

「確かな暮らし」：「誰一人取り残さない」というSDGsの考え方にも呼応
「美しい」：豊かな自然や農山村の原風景などの美しさ

学びと自治の力による「自立・分散型社会の形成」

○地域の自発的な自然エネルギー普及

軽井沢のＧ20
ｴﾈﾙｷﾞｰ・環境
関係閣僚会合等
での発信

“先端技術×シェアリング”によるスマート・ハイランド構想

○ｴﾈﾙｷﾞｰ自給率の更なる向上、地域資源の最大活用

 地域主導型自然エネルギーの立ち上げ支援
 建築物の省エネ化支援、自然エネ導入促進
 公共交通の省エネ化
 地域循環圏の形成

○地域経済の活力維持・向上

 農林業の生産性向上、省力化の推進
 都市農山村交流の拡大
 ﾃﾚﾜｰｸの推進、ｼｪｱｵﾌｨｽ等の普及
 地域内経済循環の促進

○暮らしの利便性確保、担い手確保

 生活の足や物流・買物環境の確保
 医療・介護提供体制の確保
 EdTechの推進、信州ﾀｳﾝｷｬﾝﾊﾟｽ構想の実現
 地域づくり人材の確保
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２．主な取組

○信州地域デザインセンターを開設
公・民・学のパートナーシップで、市町村のまちづくりを支援。

○信州の屋根ソーラー普及
（ソーラーマッピングシステムの構築）
太陽光発電・太陽熱利用のポテンシャルを可視化し、ビジネスを誘発。

○信州こどもカフェの普及拡大
学習支援、食事提供、悩み相談、学用品のリユース等により家
庭機能を補完する“一場所多役”の子どもの居場所整備の支援。

○長野県ＳＤＧｓ推進企業登録制度の創設
ＳＤＧｓに取り組む地域企業を登録し、プレイアップ。

市
町
村

①まちづくりの支援
・まちづくりに関する相談対応
・広域的な視点で課題を整理
・解決に向けた体制を構築
・地域ビジョンの作成とプロジェクト化

②まちづくり人材の育成
・実践者による講演・セミナー
・各種研修会

③情報発信

相談

支援

【支援内容】

 信州の屋根ソーラー普及検
討会を立上げ

 マッピングを構築した地域か
らＷｅｂ上で無料公開、2019
年度中に全県で完了

 ３側面のターゲットへのコ
ミットメントと、市場等から
期待される基本的事項を
満たす企業を登録

 中小企業等のＳＤＧｓアク
ションを喚起

 約80か所まで拡大（平成30年11月現在）

 普及拡大に必要な地域の人材育成に向
け、研修会や学習会の開催、ネットワーク
化の促進等を実施
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３．ＳＤＧｓ普及に向けた発信
• ＮＡＧＡＮＯの知名度を活かし、ＳＤＧｓの達成に向けて積極的に発信
⇒グローバルレベルでの新たな連携を形成

• 再生可能エネ
ルギー先進国
の取組を研究

• ＳＤＧｓ達成に
向けた県・国
内の取組を発
信

• 自立・分散型
モデル地域に
向けた取組を
世界に発信

• 本県の環
境エネル
ギー政策の
取組を発信

• 基本理念として自
然との共存を掲
げて開催

• 「NAGANO」の世
界的知名度が向
上

• ＳＤＧｓ未来都市
としての取組を
紹介

未来まちづくり
フォーラム
（ｻｽﾃﾅﾌﾞﾙ・ﾌﾞﾗﾝ
ﾄﾞ国際会議2019
東京）

Ｇ20 持続可能な
成長のための
エネルギー転換と
地球環境に関する
関係閣僚会合
（軽井沢）

（2019年）

（2018年）
地域再生可能
エネルギー
国際会議
（ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ）

地域再生可能
エネルギー
国際会議
（長野）

※ アジア初

（1998年）
長野冬季
オリンピック
パラリンピック

世界へ
発信

（2017年）

ライフ
スタイル
デザイン
国際会議
（長野）

• 人生100年
時代の新し
い生き方の
提案

• 気候変動対策
の先進地域と
しての取組を
紹介

Ｇ20気候持続
可能性作業部会
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◆暮らしの利便性確保、担い手確保
（抱える課題）

• 人口減少に伴いまちの機能や公共交通の維持が困難になることが懸念され、中山
間地域の生活が維持できなくなる恐れ

• 民間事業者によるバス路線の廃止等に伴い、通学、通院、買い物等生活の足を確
保するためコミュニティバスを運行する市町村が多く、行政負担大

４．三側面の課題解決へのアプローチ

◆地域経済の活力維持・向上
（抱える課題）

• 県内の多くの中山間地域では、第一次産業への依存度が高く、
とりわけ、南佐久地域では、第１次産業従事者が38.7％（全県9.3％）

• 全国シェアの高い農産物や良質な森林資源を有することから、農林業の生産性を
向上させることが重要

• 地域経済循環率は、南佐久６町村のうち最高65.2％、最低39.6％（全県89.7％）で、
地域内経済循環を促進する余地大

経
済

社
会

◆エネルギー自給率の更なる向上、地域資源の保全と活用
（抱える課題）

• 長野県の再生可能エネルギー自給率は8.0％で、目標とする「再生可能エネルギー
100％地域」に向け、取組の強化が必要

• 晴天率が高く、森林資源に恵まれた南佐久地域でも、地域資源を活かした自然エネ
ルギーへの転換を図る余地大

• 山村地域の過疎化や高齢化の進行に伴い、ＣＯ2の吸収源である森林の荒廃が進行

環
境

• 国土の約７割を占める中山間地域を将来にわたって持続可能なものとすることが重要
• そのためには、経済・社会・環境の課題解決に統合的に取り組むＳＤＧｓの視点でのア
プローチが不可欠

【
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
未
来
都
市
計
画
】

学
び
と
自
治
の
力
に
よ
る
「
自
立
・
分
散
型
社
会
の
形
成
」

“
先
端
技
術
×
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
”
に
よ
る

ス
マ
ー
ト
・
ハ
イ
ラ
ン
ド
構
想

三
側
面
の
課
題
を

統
合
的
に
解
決

５



５．三側面をつなぐ統合的取組①

“先端技術×シェアリング”によるスマート・ハイランド構想

【先進モデルの構築】 （②と③に補助金を活用予定）

①地域の自発的な自然エネル
ギーの普及促進
（豊富な日照や水資源を最大限活用）

③シェアリングサービスプラット
フォーム構築
（シェアリングの仕組みの導入）

②先端技術・シェアリングサービ
ス導入ビジョン・工程表の策定
（戦略的な導入を促進）

④官民連携によるスマートモビリ
ティの実装
（先端技術の活用による地域の足の確保）

経済・社会・環境の三側面が調和した暮らしの基盤・機能の維持・充実
６



５．三側面をつなぐ統合的取組②

① 地域の自発的な自然エネルギーの普及促進

●信州屋根ソーラーの普及

太陽光発電や太陽熱利用のポテンシャル*を可視化し、環境影響の少ない
既存建築物の屋根への設備設置を促進

（*:年間発電量（kWh）、集熱量（MJ/月） 、CO2削減量（t‐CO2/月） など）

●木質バイオマスの活用促進

ペレットボイラーやペレットストーブ、薪ボイラー等の整備や、木質バイオマ
ス燃料の供給施設の整備等を支援

⇒エネルギー自給率の向上、地域内経済循環の拡大、健全な森林整備
など多くの課題解決に効果

② 先端技術・シェアリングサービス導入ビジョン・工程表の策定

先端技術やシェアリングの仕組みの導入に向け、地域資源等の調査・分析や

課題の整理、ビジョン策定

1. 南佐久地域の現状把握、課題整理（人口動態、産業構造、交通の状況 等）

2. 導入可能な先端技術やシェアリングサービスの情報収集、先進事例調査

3. シェアリングサービスプラットフォーム構築に向けた需給調査

4. 先端技術・シェアリングサービス導入ビジョン、導入工程表の策定

事業費：3,240千円
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５．三側面をつなぐ統合的取組③

③ シェアリングサービスプラットフォーム構築

 中山間地域の活力維持、暮らしの基盤確保には、限られた地域資源や人材の最大活用が不可欠

 南佐久地域をはじめとする農村地域では、季節や時間帯ごとの労働需要に偏り

 定年後も活躍したいシニアや子育て中も社会との繋がりを維持したい人、複（副）業を許容する企
業が萌芽

【背景】

将来的には・・・
あらゆるモノ・コトとヒトをマッチング

事業費6,000千円

【プラットフォームの概要】

シェア（依頼）したい「コト」とシェアを引き受けたい「ヒト」とを、スマホアプリ（専用Ｗｅｂサイト）上
でマッチング

拡
張
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５．三側面をつなぐ統合的取組④

④ 官民連携によるスマートモビリティの実装

各町村のバス
路線が重複

民間バス撤退で
町村営のコミュニティバス

途中で乗換

路線から外れた
地区は利用困難

バス・宅配・買物
どれも利用者が少ない

デマンド交通

• 需要に応じた運行
• 時間設定が自由
• ドア・ツー・ドア

先端技術の活用により

• ＩＣＴ・ＡＩ技術を活用したオンデマンドシステム
• 相乗りを誘発して効率的な運行、外出機会創出
• 宅配事業者の荷物や生活用品を「貨客混載」で輸送

モネ・テクノロジーズ(株)の技術支援
（ソフトバンク㈱とトヨタ自動車㈱の合同会社）

＋
(一財)トヨタ・モビリティ基金の活用を予定【現状】

・利便性向上
・効率化

・ CO2削減

地元タクシー事業者と連携した
複数自治体による共同運行

【相乗り誘発型のオンデマンド移動サービスと配送代行サービスの提供】

９



国
・
県

補
助
金

利
用
者
負
担
・

町
村
財
源

２年目 ３年目～

 汎用性の高いシステムとして構築 ⇨ 維持・管理費を抑えながら利用エリア・機能拡大

６．自走に向けた道筋
• 新技術導入経費やトライ＆エラー段階では、既存行政サービス見直しによる経
費捻出や、国・県補助金、民間資金を活用

• 事業が軌道に乗った後は、システムユーザーからの利用料収入等により自走

１年目

シェアリングサービスプラットフォーム

スマートモビリティの実装

 複数自治体による共同運行、ＩＣＴ・ＡＩによるデマンドシステム、相乗り誘発、貨客混載
（配送代行手数料収入）による効率運行

徐々に事業規模（エリア・シェア対象）を
拡大しながら、利用料収入等を確保
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７．多様な主体の連携
• 産学官公による強力な連携体制を構築
• 地域おこし協力隊やシルバー人材センターなど地域の担い手とも連携

産

官・公 学

モネ・テクノロジーズ

・デマンドシステムの提供
・技術的助言

地元タクシー事業者

・運行への支援
・既存営業との競合調整

地元町村

・実証フィールド提供

・住民への周知・広報

・システムの試験活用

社会福祉協議会

・関係者への周知
・システムの試験活用

信州大学

・専門的アドバイス
（先端技術）
（地域づくり）

長野経済研究所
・県内産業に関する
知見の提供
・進捗管理への支援

シルバー人材センター

・人材の提供
・ノウハウの提供

地域おこし協力隊

・ニーズの把握
・普及への協力

信州ＳＤＧｓ推進プラットフォーム

等
経済界 ＮＰＯ 大学等農業団体 労組 マスコミ有識者金融

横展開の支援
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○ CO2排出量の削減
○ エネルギー自給率
向上

○ エネルギーコスト
の安定による経営
リスクの軽減

“先端技術×シェアリング”による
スマート・ハイランド構想

８．環境⇔経済の相乗効果

建築物の自然エネルギー導
入の検討制度
戸建住宅への導入検討義務化

建築物の自然エネルギー導
入の検討制度
戸建住宅への導入検討義務化

公共交通の省エネ化
鉄道・バス車両更新への助成

公共交通の省エネ化
鉄道・バス車両更新への助成

地域主導型の自然エネル
ギー事業の立上げ支援

収益納付型補助金

地域主導型の自然エネル
ギー事業の立上げ支援

収益納付型補助金

先端機器の「お試し導入」
・ドローンでの施肥・薬剤散布
・無人トラクター
農林業の生産性向上、省力化

先端機器の「お試し導入」
・ドローンでの施肥・薬剤散布
・無人トラクター
農林業の生産性向上、省力化

都市部親子の農山村体験、
ｻｽﾃｨﾅﾌﾞﾙ観光の基盤整備
都市農村交流の拡大、観光誘客の促
進

都市部親子の農山村体験、
ｻｽﾃｨﾅﾌﾞﾙ観光の基盤整備
都市農村交流の拡大、観光誘客の促
進

ﾃﾚﾜｰｸの推進、ｼｪｱｵﾌｨｽ・ｺﾜｰ
ｷﾝｸﾞｽﾍﾟｰｽの普及
ﾃﾚﾜｰｶｰの育成、企業とのﾏｯﾁﾝｸﾞ

“ワ―ケーション”の普及

ﾃﾚﾜｰｸの推進、ｼｪｱｵﾌｨｽ・ｺﾜｰ
ｷﾝｸﾞｽﾍﾟｰｽの普及
ﾃﾚﾜｰｶｰの育成、企業とのﾏｯﾁﾝｸﾞ

“ワ―ケーション”の普及

地域内経済循環の調査･分析
モデルを構築し全県展開

地域内経済循環の調査･分析
モデルを構築し全県展開

地域循環圏の形成に向けた
課題整理、計画策定

４年連続 ごみ減量日本一

地域循環圏の形成に向けた
課題整理、計画策定

４年連続 ごみ減量日本一

環境
エネルギー自給率の更
なる向上、地域資源の
保全と活用

経済
地域経済の活力維持・
向上
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○ 地域コミュニティの
活性化

○ イノベーティブな
人材の輩出・定着

“先端技術×シェアリング”による
スマート・ハイランド構想

９．経済⇔社会の相乗効果

ヒト・モノ混載、自動運転･
ドローン物流の実証実験

生活の足、物流基盤の確保

ヒト・モノ混載、自動運転･
ドローン物流の実証実験

生活の足、物流基盤の確保

移動販売･宅配事業者等の
データベース化

買物環境の確保

移動販売･宅配事業者等の
データベース化

買物環境の確保

社会
暮らしの利便性確保、担
い手確保

EdTech導入に向けた環境整
備、ｵﾝﾗｲﾝ学習ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの
構築

EdTech推進、
信州タウンキャンパス構想

EdTech導入に向けた環境整
備、ｵﾝﾗｲﾝ学習ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの
構築

EdTech推進、
信州タウンキャンパス構想

医療機関を結ぶICTネット
ワーク整備、遠隔画像診断
装置の整備支援

医療・介護提供体制の確保

医療機関を結ぶICTネット
ワーク整備、遠隔画像診断
装置の整備支援

医療・介護提供体制の確保

先端機器の「お試し導入」
・ドローンでの施肥・薬剤散布
・無人トラクター
農林業の生産性向上、省力化

先端機器の「お試し導入」
・ドローンでの施肥・薬剤散布
・無人トラクター
農林業の生産性向上、省力化

都市部親子の農山村体験、
ｻｽﾃｨﾅﾌﾞﾙ観光の基盤整備
都市農村交流の拡大、観光誘客の促
進

都市部親子の農山村体験、
ｻｽﾃｨﾅﾌﾞﾙ観光の基盤整備
都市農村交流の拡大、観光誘客の促
進

ﾃﾚﾜｰｸの推進、ｼｪｱｵﾌｨｽ･ｺﾜｰｷ
ﾝｸﾞｽﾍﾟｰｽの普及
ﾃﾚﾜｰｶｰの育成、企業とのﾏｯﾁﾝｸﾞ

“ワ―ケーション”の普及

ﾃﾚﾜｰｸの推進、ｼｪｱｵﾌｨｽ･ｺﾜｰｷ
ﾝｸﾞｽﾍﾟｰｽの普及
ﾃﾚﾜｰｶｰの育成、企業とのﾏｯﾁﾝｸﾞ

“ワ―ケーション”の普及

地域内経済循環の調査･分析
モデルを構築し全県展開

地域内経済循環の調査･分析
モデルを構築し全県展開

経済
地域経済の活力維持・
向上
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○ CO2吸収源の維持、
ｴﾈﾙｷﾞｰ資源の確保、
県土の保全

○ 安全・安心で快適
な暮らしの実現
(災害時のエネルギー確保)

“先端技術×シェアリング”による
スマート・ハイランド構想

10．社会⇔環境の相乗効果

ヒト･モノ混載、自動運転･
ドローン物流の実証実験

生活の足、物流基盤の確保

ヒト･モノ混載、自動運転･
ドローン物流の実証実験

生活の足、物流基盤の確保

移動販売・宅配事業者等の
データベース化

買物環境の確保

移動販売・宅配事業者等の
データベース化

買物環境の確保

EdTech導入に向けた環境整
備、ｵﾝﾗｲﾝ学習ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの
構築

EdTech推進、
信州タウンキャンパス構想

EdTech導入に向けた環境整
備、ｵﾝﾗｲﾝ学習ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの
構築

EdTech推進、
信州タウンキャンパス構想

医療機関を結ぶICTネット
ワーク整備、遠隔画像診断
装置の整備支援

医療・介護提供体制の確保

医療機関を結ぶICTネット
ワーク整備、遠隔画像診断
装置の整備支援

医療・介護提供体制の確保

地域主導型の自然エネル
ギー事業の立上げ支援

収益納付型補助金

地域主導型の自然エネル
ギー事業の立上げ支援

収益納付型補助金

建築物の自然エネルギー導
入の検討制度
戸建住宅への導入検討義務化

建築物の自然エネルギー導
入の検討制度
戸建住宅への導入検討義務化

公共交通の省エネ化
鉄道・バス車両更新への助成

公共交通の省エネ化
鉄道・バス車両更新への助成

地域循環圏の形成に向けた
課題整理、計画策定

４年連続 ごみ減量日本一

地域循環圏の形成に向けた
課題整理、計画策定

４年連続 ごみ減量日本一

環境
エネルギー自給率の更
なる向上、地域資源の
保全と活用

社会
暮らしの利便性確保、担
い手確保
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みんなで「ＳＤＧｓ未来都市」長野県
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